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内部統制 

 

基本方針と推進体制 

 

当社は、事業活動の展開に伴って生じる不確実性（リスク）を常に考慮しながら、公正透明な事業活動を効率的に実施する

ための各種対策を講じることを内部統制体制の構築に係る基本方針として定め、これにしたがって、コンプライアンス、情報

セキュリティ、リスクマネジメント、グループ会社マネジメント等に関して、グループ全体での統制を行うための内部統制体

制の構築・整備を推進しています。 

 内部統制体制の構築に係る基本方針及び運用状況等については有価証券報告書をご参照ください。 

  https://www.nttdata.com/global/ja/investors/library/asr/ 

 

具体的な取り組み 

 

 内部統制委員会について 

当社は、内部統制体制の確立を目的として、コーポレート総括担当役員を委員長、関連するコーポレート組織の長及び国内・

海外事業会社のリスクマネジメントを統括する役員を委員として構成される内部統制委員会を原則年４回定期開催し、その議

事については取締役会へ報告しています。 

 内部統制委員会においては、内部統制体制の有効性評価として、取締役会にて決議された内部統制体制の構築に係る基本方

針で定義された内部統制体制が、各年度の事業活動の中で正しく構築され有効に機能しているかを確認しています。 

なお、2023 年 7 月より三社体制へ移行した中、NTT データグループ（持株会社）の内部統制委員会に、従来の役割に加え

グループ全体のリスクマネジメント推進機関としての権限を強化するなど、内部統制委員会の機能と構成を見直すとともに、

開催頻度を増やし、グループ全体の内部統制の有効性を確保しており、今後もグローバルな事業拡大を踏まえ、グループ全体

の内部統制の強化に継続して取り組んでいきます。 

 

 内部監査の実施状況 

当社は、業務執行部門から独立した立場で監査を行う監査部を設置しています。内部監査および財務報告に係る内部統制の

評価に関わる要員の数は、35 名（2023 年 3 月 31 日現在）です。独立した立場で実効的な監査を実施するにあたり、監査部

長は経営会議だけではなく取締役会にも監査計画及び監査結果を報告するとともに、監査等委員会に対しても個別に報告を行

い、意見交換を実施することで相互連携を図っています。 

内部監査の取り組みとして、2022 年度は、主にビジネスプロセスへの準拠、長時間労働、適正な請負・委任契約、情報セ

キュリティ等に着目した監査テーマで、社内各組織及びグループ会社 41 社に対して直接監査を行い、グループ会社 9 社の内

部監査活動をモニタリングしました。また、グループ全体の内部監査の充実を図るため、国内外グループ会社 98 社において

統一された監査項目による自主点検を実施しました。 

更に、社内の各種情報システムから抽出したデータを CAAT*ツールを活用して分析を行う兆候監査の取り組みを進め、グ

ループ会社に対してもその適用範囲を拡大するとともに、不正シナリオの拡充も行っています。2022 年度は当社に加え、国

内外グループ会社 54 社に対して適用しています。 

今後も、海外を含むグループ会社の内部監査部門及び監査等委員との連携、グローバルな内部監査体制の確立に向けた取り

組みを推進するとともに、内部監査の質的向上・量的拡大を図っていきます。 

＊ Computer Assisted Audit Techniques の略。コンピュータ利用監査技法と呼ばれる監査実施時の手法 

 

 財務報告に係る内部統制について 

当社は、財務報告に係る内部統制システムの信頼性の確保に向けて、経営理念や体制、各種規程等の整備状況及び業務プロ

セスにおける運用状況の確認を行うことにより、内部統制システムの有効性を評価しています。評価計画及び評価結果につい

ては、原則年３回定期開催されるステアリングコミッティへ報告しています。 

 なお、内部統制の重要性や方針・考え方に対する社員の理解促進を図るため、年 1 回 e-ラーニングによる「内部統制研修」

をグループ会社含め実施しています。 


	表紙
	編集方針
	報告対象組織
	報告対象期間
	参考にしたガイドライン
	発行年月
	第三者保証
	本レポートの使い方

	CONTENTS
	Sustainability Management
	NTT DATAのサステナビリティ
	Our Way
	NTT DATAのサステナビリティ経営
	推進体制
	サステナブルな社会の実現に向けた９つのマテリアリティと決定プロセス
	９つのマテリアリティ
	マテリアリティ決定プロセス

	９つのマテリアリティとKPIに関する進捗及び2023年度目標
	ステークホルダーとの対話
	外部有識者からのアドバイス

	イニシアティブへのコミットメント
	外部評価（2023年10月現在）
	NTTグループの基本方針
	NTTグループ サステナビリティ憲章
	NTTグループとして一体感のある推進体制
	サステナビリティの理念浸透・促進


	Environment | Regenerating Ecosystems
	マテリアリティとKPI達成への取り組み
	基本方針と推進体制
	NTT DATA環境方針
	推進体制

	Carbon Neutrality
	基本方針
	「NTT DATA NET-ZERO Vision 2040」

	NTT DATAの温室効果ガス排出量
	「NTT DATA NET-ZERO Vision 2040」達成に向けた移行計画
	サステナブルITの実現に向けて
	グリーンデータセンタ®
	グリーンソフトウェア

	サプライチェーンを通じたネットゼロへの挑戦
	グリーン購買
	サプライヤエンゲージメント

	TCFDに基づく情報開示
	 TCFD提言と活動サマリ・開示箇所
	気候変動のビジネス戦略への影響範囲
	優先的に取り組むリスクの決定
	気候変動によるリスクと対応
	製品・サービスに関する機会 （機会１・２・３）
	気候変動によるリスクと機会への対応一覧表
	気候変動シナリオ分析
	指標と目標（気候関連リスク・機会の管理指標と目標）


	Circular Economy
	基本方針
	自社業務に関わるリサイクルの推進
	廃棄物の削減
	プラスチック資源循環促進法への対応
	有害廃棄物の適正管理／廃棄物

	お客様との共創による推進
	サーキュラーエコノミーを実現するバッテリートレーサビリティプラットフォームの構築


	Nature Conservation
	基本方針
	TNFDに基づく情報開示
	お客様との共創事例・自社での取り組み
	自然・生物多様性の情報開示を支援するコンサルティングサービス
	Waidy® Management System
	バイオフィリックデザインを取り入れたNTT DATAバルセロナオフィス


	環境マネジメントシステム
	推進体制
	ISO14001認証取得会社
	内部環境監査

	環境データ
	環境負荷の全体像（マテリアルフロー図）
	2022年度　環境負荷データ（グローバル連結）
	2022年度 環境負荷データ（国内グループ）

	環境会計
	環境負荷低減の取り組み強化に向けて



	Economy | Clients' Growth 
	マテリアリティとKPI達成への取り組み
	Smart X Co-innovation
	基本方針
	イノベーションマネジメント
	世界６拠点における「イノベーションセンタ」の活動
	NTTグループとしてのR&Dを活かした活動～データ連携基盤のアーキテクチャ構想～
	 NTT DATA Technology Foresight
	「INFORIUM豊洲イノベーションセンター」の運営
	DATA INSIGHT
	グローバルオープンイノベーション「豊洲の港からⓇ」

	ヒューマン・センタード・デザインの取り組み
	デザイナー集団「Tangity（タンジティ）」

	品質マネジメント
	品質向上への取り組み―ISO9001に基づく管理体系を構築し、継続的に改善活動を推進
	プロジェクトマネジメントの高度化・標準化
	システムの安定運用に向けた人財育成
	重大な問題発生時の対応

	お客様満足度向上への取り組み

	Trusted Value Chain
	強靭なリスクガバナンスの推進
	基本方針と推進体制
	重要なリスクへの対応
	リスクマネジメント教育

	情報セキュリティの徹底/データプライバシーの保護
	基本方針
	推進体制
	セキュリティインシデントの防止、検知、対応
	セキュリティガバナンスの取り組み強化
	具体的な取り組み

	AIガバナンス
	災害リスクへの対応
	基本方針と推進体制
	具体的な取り組み

	責任あるサプライチェーンの推進
	基本方針
	具体的な取り組み

	コンプライアンスの徹底
	基本方針と推進体制
	具体的な取り組み

	倫理的で責任ある活動の推進
	税の透明性
	贈収賄・腐敗防止の禁止
	政治政策への対応
	不正競争防止への対応
	適切なコーポレートブランディングへの対応


	Future of Work
	多様な人財の採用強化
	基本方針
	グローバルにおける多様な人財の獲得と定着化
	新卒・経験者問わない人財の採用強化

	多様な専門性を持つ人財の育成
	研修体系
	プロフェッショナルCDP による人財育成の仕組み
	デジタル対応力強化の取り組み
	グローバルマーケットで活躍できる人財の育成
	人事マネジメント制度
	自律的なキャリア構築を促進する専門性に応じた

	働き方変革の推進
	働き方変革推進の主な取り組み
	総労働時間の削減
	有給休暇の取得の推奨
	場所にとらわれない働き方へ

	健康経営の推進
	健康目標の設定と取り組み
	健康教育・ヘルスリテラシーの向上
	治療と仕事の両立支援に向けた取り組み
	グループ全体におけるホワイト500認定の拡大
	労働災害防止のための取り組み

	社員との関わり
	労使による対話をもとに就労環境を整備
	社員エンゲージメントの向上

	社員関連データ（NTT DATA）


	Society | Inclusive Society
	マテリアリティとKPI達成への取り組み
	Human Rights & DEI
	人権の尊重
	基本方針
	推進体制
	具体的な取り組み

	DEI（Diversity, Equity and Inclusion）の推進
	基本方針と推進体制
	具体的な取り組み


	Digital Accessibility / Community Engagement
	基本方針と推進体制
	具体的な取り組み
	お客様との共創による貢献
	自社の取り組み

	活動実績


	Corporate Governance
	基本方針と推進体制
	基本方針と取り組み
	コーポレート・ガバナンスの体制等
	取締役会の構成・運営
	取締役会の独立性
	取締役会等の多様性
	取締役のスキル・マトリックス
	取締役会における活発な議論を行うための取り組み

	取締役会の実効性評価

	役員・経営幹部の選任・解任
	取締役及び経営幹部の選任・解任に関する方針・手続き

	役員報酬
	役員報酬の決定方針
	報酬体系

	賞与の業績指標
	取締役の報酬等の総額及び従業員との報酬比率
	取締役の報酬等の総額（2022年度）
	報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額（2022年度）


	グローバルガバナンス
	基本方針と推進体制
	具体的な取り組み

	親会社を中心とする企業グループの組織の方針

	株主その他の利害関係者
	少数株主の利益保護
	株主総会の活性化等への取り組み
	取締役の利益相反について
	株式の政策保有
	大株主の状況
	買収防衛策について

	監査体制と監査の実効性確保
	取締役会、監査等委員会以外の会議への監査等委員の出席状況
	監査等委員によるリスクの把握と具体的な議論の状況
	会計監査人に対する評価プロセスや結果の開示

	内部統制
	基本方針と推進体制
	具体的な取り組み
	内部統制委員会について
	内部監査の実施状況
	財務報告に係る内部統制について



	第三者保証
	奥付



